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An social environment, surrounded by today children.
上田　　衛＊
Mamoru UEDA
昭和60年 平成2年 平成12年 平成22年 平成26年





























総数 単独世帯 核家族世帯 三世代世帯 その他世帯
1970 年 100 18.5 57.0 19.2 5.3
1980 年 100 18.1 60.3 16.2 5.4
1990 年 100 21.0 60.0 13.5 5.6
2000 年 100 24.1 59.1 10.6 6.1
2010 年 100 25.5 59.8 7.9 6.8






単独世帯 核家族世帯 三世代世帯 その他の世帯 平均児童数
1975 53.0 1.1 67.4 27.5 4.0 1.81
1985 46.7 0.5 70.4 26.6 2.5 1.83
1995 33.3 0.9 69.3 26.9 2.9 1.78
2005 26.3 0.1 73.4 23.8 2.7 1.72
2010 25.3 0.5 76.9 18.8 3.7 1.70
2012 24.9 0.1 78.6 18.0 3.3 1.72

















1975 年 17,427 53.0% 1.1% 64.3% 3.1% 27.5% 4.0% 1.81
1985 年 17,385 46.7 0.5 66.7 3.7 26.6 2.5 1.83
1995 年 13,586 33.3 0.9 65.1 4.3 26.9 2.9 1.78
2000 年 13,060 28.7 0.5 67.0 5.3 24.5 2.8 1.75
2005 年 12,366 26.3 0.1 67.1 6.3 23.8 2.7 1.72
2010 年 12,324 25.3 0.5 70.3 6.6 18.8 3.7 1.70
2011 年 11,801 25.3 0.2 71.7 7.4 17.2 3.5 1.73
2012 年 12,003 24.9 0.1 71.9 6.6 18.0 3.3 1.72






大変苦しい やや苦しい 普通 ややゆとり 大変ゆとり
平成 15 年 22.4 　31.5 　41.8 　3.9 　0.4
平成 25 年 　27.7 　32.2 　35.6 　3.9 　0.5
〔児童のいる世帯〕
大変苦しい やや苦しい 普通 ややゆとり 大変ゆとり
平成 15 年 　26.4 　36.4 　33.9 　3.1 　0.2
平成 25 年 　31.7 　34.3 　30.7 　3.1 　0.3










男性 20 歳代 2.9 20.6 45.6 11.8 19.1
男性 30 歳代 5.2 41.6 36.4 14.3 2.6
男性 40 歳代 4.4 31.1 40.0 20.0 4.4
女性 20 歳代 4.5 36.4 25.8 9.1 24.2
女性 30 歳代 8.9 16.5 29.1 15.2 30.4
女性 40 歳代 1.3 47.4 26.9 3.8 20.5








1 ～ 3 年
末子小学校








できている 8.0 9.2 8.1 6.5 11.9 11.3 17.2 18.1 19.1
ややできて
いる 33.3 32.5 22.6 26.4 24.1 23.1 20.7 21.6 15.1
どちらとも
いえない 32.2 32.7 38.5 38.8 33.2 36.2 31.0 41.5 43.1
ややできて
いない 15.9 15.4 17.0 15.9 13.4 13.1 24.1 8.2 7.4
できて






1 ～ 3 年
末子小学校








できている 8.3 10.6 13.8 13.8 20.0 21.0 17.8 27.7 22.1
ややできて
いる 15.3 21.4 26.3 28.6 34.2 26.6 13.3 22.6 14.0
どちらとも
いえない 39.5 37.5 32.0 33.1 30.6 33.1 42.2 35.4 48.1
ややできて
いない 7.7 7.1 11.2 8.2 5.7 6.9 8.9 1.5 4.1
できて


























































100 ～ 200 万円未満 22.0
200 ～ 300 万円未満 28.1




100 ～ 200 万円未満 37.9
200 ～ 300 万円未満 42.7
300 ～ 400 万円未満 44.4
400 万円以上 46.5
資料：厚生労働大臣官房統計情報部
「第 1 回 21 世紀成年者縦断調査（平成 24 年成年者）及び





小学校・中学校 高校・旧制中学 短大・高専 大学・大学院
平成　2 年 　　9％ 　　4％ 　　3.5％ 　　2.5％
平成 12 年 21％ 14％ 11％ 　　7.5％
平成 22 年 36％ 20％ 　18％ 　14.5％
〔女性〕
小学校・中学校 高校・旧制中学 短大・高専 大学・大学院
平成　2 年 　4.0％ 　4.0％ 　7.0％ 8.5％
平成 12 年 　6.5％ 　4.5％ 　7.5％ 9.0％
平成 22 年 17.5％ 9.0％ 9.5％ 13.0％
注：総務省「国勢調査」より作成。障害未婚率は、50 歳時の未婚率で、45 ～ 49 歳と


















19 歳以下 20 ～ 24 歳 25 ～ 29 歳 30 ～ 34 歳 35 ～ 39 歳 40 歳以上 特にない
全体 　0.1% 　1.9％ 　15.4％ 　32.0％ 　13.0％ 　7.9％ 　29.8％
子どもなし 　0.1％ 　1.6％ 　9.1％ 　20.1％ 　14.0％ 　11.6％ 　43.7％
1 人 　0.2％ 　1.8％ 　16.9％ 　43.0％ 　18.1％ 　4.9％ 　15.1％
2 人 　0.1％ 　1.8％ 　23.9％ 　50.3％ 　10.5％ 　2.4％ 　11.0％
3 人 　0.0％ 　3.7％ 　32.6％ 　46.3％ 　6.0％ 2.3％ 　9.1％
4 人以上 　0.0％ 　10.6％ 　31.9％ 　36.2％ 　0.0％ 　2.1％ 　9.1％
〔女性〕
19 歳以下 20 ～ 24 歳 25 ～ 29 歳 30 ～ 34 歳 35 ～ 39 歳 40 歳以上 特にない
全体 　0.2％ 　6.2％ 　33.5％ 　28.3％ 　7.9％ 　3.0％ 　20.8％
子どもなし 　0.1％ 　3.2％ 　20.1％ 　23.9％ 　12.9％ 　5.4％ 　34.4％
1 人 　0.2％ 　6.9％ 　36.4％ 　39.4％ 　5.1％ 　1.2％ 　10.8％
2 人 　0.5％ 　8.0％ 　48.8％ 　30.7％ 　3.3％ 　1.0％ 　7.6％
3 人 　0.3％ 　14.5％ 　52.8％ 　20.9％ 　1.1％ 　0.3％ 　10.1％
4 人以上 　0.0％ 　23.5％ 　43.1％ 　21.6％ 　2.0％ 　0.0％ 9.8％
資料：内閣府政府統括官（共生社会政策担当）「平成 25 年度『少子化社会対策大綱の見直しに向けた意識調査』」2014 より














全体 9.6 3.8 40.0 31.5 2.8 1.6 10.8
300 万円未満 11.2 4.2 39.8 29.6 2.7 1.3 11.3
300 ～ 500 万円未満 7.7 3.3 42.2 34.5 3.3 1.5 7.4
500 ～ 700 万円未満 6.3 3.2 39.9 37.0 2.9 2.2 8.5
700 ～ 1000 万円未満 5.9 3.8 43.0 36.1 2.8 2.5 5.9




働きながら子育てができる職場環境であること 56.4 49.2 62.0
教育にお金があまりかからないこと 51.9 54.6 49.8
健康上の問題がないこと 47.4 44.8 49.4
地域の保育サービスが整うこと 46.2 43.2 48.5
雇用が安定すること 41.9 46.4 38.4
配偶者の家事・育児への協力が得られること 39.3 26.8 48.9






出産 1 年前 無職　20.5、有職　79.0、不詳　0.5
出産半年後 無職－無職　19.7、有職－無職　42.9、無職－有職　0.6、　有職－有職　36.0　不詳　0.8




出産 1 年前 無職　25.4、有職　73.8、不詳　0.8
出産半年後 無職－無職　24.5、有職－無職　49.8、無職－有職　0.8、有職－有職　23.7、不詳　1.2
子どもが 1 歳 6 ヶ月 無職－無職－無職　22.6、　有職－無職－無職　42.9、無職－有職－無職　0.3、
有職－有職－無職　3.7、無職－無職－有職　1.8、有職－無職－有職　6.8、無職－有職－有職　0.5、
有職－有職－有職　19.9、不詳　1.6






















利用した 79.5 31.0 1.4 17.7 16.1 6.2 22.1 7.7 3.6
制度はあるが
利用しなかった 11.2 38.8 11.7 28.8 33.2 19.8 28.9 11.0 20.6
制度がない 6.9 23.8 79.2 45.3 42.9 66.0 41.7 73.9 67.0





















利用した 1.2 0.9 0.4 0.7 1.2 6.2 4.0 0.4 0.2
職場に制度はある
が利用しなかった 47.2 31.2 13.5 19.5 23.2 17.0 21.9 10.4 21.3
職場に制度がない 40.1 55.5 73.5 66.8 62.8 64.0 61.4 76.4 65.2
不詳 11.5 12.5 12.6 12.9 12.8 12.7 12.8 12.8 13.4
資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「第 2 回 21 世紀出生児縦断調査（平成 22 年出生児）の概況」2014 年より作成
表 15．就業状況が「常勤」の親の両立支援制度の利用状況（平成 23年）
夫の帰宅時間 8 時間以上 6 ～ 8 時間 4 ～ 6 時間 2 ～ 4 時間 2 時間未満 平均
17 ～ 19 時 10.3％ 11.9％ 32.9％ 35.8％ 9.0％ 266 時間
20 ～ 21 時 13.3％ 14.3％ 29.2％ 35.0％ 8.2％ 286 時間
22 ～ 23 時 17.3％ 15.0％ 28.2％ 31.5％ 8.0％ 318 時間




妻 29 歳以下 妻 30 ～ 39 歳 妻 40 ～ 49 歳 妻 50 ～ 59 歳
ゴミ出し 55.8％ 46.2％ 36.6％ 38.1％
日常の買い物 48.4％ 38.3％ 34.3％ 35.7％
部屋の掃除 20.7％ 18.8％ 18.5％ 19.9％
風呂洗い 40.1％ 32.7％ 25.8％ 27.9%
洗濯 34.6% 27.9% 24.9% 24.2%
炊事 29.5% 22.7% 19.1% 20.3%
食後の片付け 47.0% 38.9% 31.0% 28.8%
資料：国立社会保障・人口問題研究所「第 5 回全国家庭動向調査結果の概要」2014 年より作成
女性労働者 男性労働者 事業主 その他 合計
第 5 条関係（募集・採用） 0.5% 20.0% 7.1% 11.1% 5.2%
第 6 条関係（配置・昇進・降格・教育訓練等） 1.6% 9.1% 3.0% 3.5% 2.6%
第 7 条関係（関節差別） 0.1% 1.2% 3.4% 2.1% 1.5%
第 9 条関係（婚姻・妊娠・出産等） 20.3% 0.6% 15.4% 14.9% 17.1%
第 11 条関係（セクシュアルハラスメント） 55.5% 61.8% 23.4% 37.5% 43.1%
第 12 条・13 条関係（母性健康管理） 12.5% 0.1% 25.7% 13.7% 15.9%
第 14 条（ポジチブ・アクション） 0.1% 0.8% 6.3% 4.2% 2.7%
その他 9.5% 6.4% 15.8% 12.9% 11.8%




1998（平成 10）年 88.7 11.3
2003（平成 15）年 86.5 13.5
2008（平成 20）年 85.5 14.5
2013（平成 25）年 85.1 14.9
表 18．妻の年齢別、週 1～ 2回以上家事を遂行した夫の割合（平成 25年）
表 19．男女雇用機会均等法に関する相談内容の内訳（平成 25年度）
表 17．妻と夫の間での家事分担割合の平均値の推移（平成 25年）
中卒女子 高卒女子 大卒女子 女性平均
1987（昭和 62） 58.7 63.4 66.9 60.5
1990（平成 2） 58.5 62.8 66.6 60.2
1995（平成 7） 59.0 64.0 68.0 62.5
2000（平成 12） 60.5 66.3 69.3 65.5
2005（平成 17） 62.4 65.9 68.2 65.9
2010〈平成 22〉 64.9 68.9 69.4 69.4



















































従業員 　2.8 10.0 19.3 20.7 15.6 18.0 10.3 　2.8 　0.5
パート・
アルバイト 51.9 38.0 　7.9 　1.5 　0.4 　0.2 　0.1 　0.0 　0.0
派遣社員 20.4 35.4 30.1 10.6 　2.7 　0.9 　0.0 　0.0 　0.0
契約社員・
嘱託 　9.0 32.0 32.0 15.3 　6.3 　3.4 　1.3 　0.5 　0.0
資料：総務省統計局「平成 25 年労働力調査年報」2014 年より作成
表 21．就業形態別年収分布〔万人〕
パート アルバイト 派遣・契約・嘱託 派遣社員
契約社員・
嘱託 その他 人数（万人）
2000 年 719 359 195 1273
2003 年 748 342 50 236 129 1504
2005 年 780 340 106 278 129 1633
2008 年 821 331 140 320 148 1760
2010 年 848 345 96 330 137 1755
2012 年 888 353 90 354 128 1813
2014 年 928 392 116 388 82 1906
資料：総務省統計局「労働力調査特別調査」「労働力調査」2014 年より作成
表 22．パート、派遣、契約社員等の推移
スポーツ活動 芸術活動 課程学習活動 教育学習活動 合計金額
400 万円未満 平成 21 年 2,400 1,100 2,200 3,000 8,700
平成 25 年 2,200 1,100 2,000 3,200 8,500
400 ～ 800 万円未満 平成 21 年 3,600 1,900 3,200 6,000 14,700
平成 25 年 3,400 1,800 2,800 6,100 14,100
800 万円以上 平成 21 年 4,900 3,600 4,600 13,600 26,700
平成 25 年 4,800 3,100 4,400 13,300 25,600
資料：ベネッセ教育総合研究所「第 2 回学校外教育活動に関する調査 2013」2014 より作成










1998 年 2000 年 2002 年 2004 年 2006 年 2008 年 2010 年 2012 年 2013 年
有利子奨学金 11 28 39 53 63 75 84 96 102
無利子奨学金 39 41 41 44 38 34 35 38 43
合計 50 69 80 97 101 109 118 134 144
資料：内閣府「平成 26 年版少子化社会対策白書」2014
表 24．奨学金貸与人員の推移〔万人〕
日本 アメリカ ドイツ イギリス フランス スウェーデン
対 GDP 比 1.35 0.70 2.09 3.81 3.20 3.75
資料：内閣府「平成 26 年版少子化社会対策白書」2014
表 25．家族関係社会支出の対GDP比の国際比較（平成 23年度）










全体 14.4 21.8 46.5 3.2 14.1
20 ～ 24 22.5 23.7 34.3 2.4 17.2
25 ～ 29 25.6 22.7 34.5 2.5 14.7
30 ～ 34 19.0 25.2 35.8 1.3 18.6
35 ～ 39 18.0 22.7 42.6 4.1 12.6
40 ～ 44 21.2 25.5 30.5 5.0 17.9
45 ～ 49 14.2 23.0 46.1 3.9 12.7
50 ～ 54 15.9 18.3 42.4 4.7 18.6
55 ～ 59 9.0 26.4 49.8 2.5 12.4
60 ～ 64 8.1 20.6 56.3 4.2 10.8




1950（昭和 25） 35.4％ 59.7％ 　4.9％
1960（昭和 35） 30.0％ 64.2％ 　5.7％
1970（昭和 45） 23.9％ 69.0％ 　7.1％
1980（昭和 55） 23.5％ 67.4％ 　9.1％
1990（平成 2） 18.2％ 69.7％ 12.1％
1995（昭和 7） 16.0％ 69.5％ 14.6％
2005（昭和 12）　 14.6％ 68.1％ 17.4％
2010（昭和 17） 13.8％ 66.1％ 20.2％
2012（昭和 22）　 13.2％ 63.8％ 23.0％
2013（昭和 24） 13.0％ 62.9％ 24.1％
2013（昭和 25） 12.9％ 62.1％ 25.1％
資料：総務省統計局「各年国勢調査報告」「平成 25 年 10 月 1 日現在推計人口」より




































































昭和 25 年 2,337,507人 28.1 3.65
昭和 35 年 1,606,041 17.2 2.00
昭和 45 年 1,934,239 18.8 2.13
昭和 55 年 1,576,889 13.6 1.75
平成　2 年 1,221,585 10.0 1.54
昭和 12 年 1,190,547 9.5 1.36
昭和 17 年 1,062,530 8.4 1.26
昭和 22 年 1,071,304 8.5 1.39
昭和 23 年 1,050,806 8.3 1.39
昭和 24 年 1,037,231 8.2 1.41






アメリカ合衆国 6.1 2010 年
イギリス 4.2 2011 年
ドイツ 3.4 2012 年
フランス 3.3 2012 年
スウェーデン 2.6 2012 年
日本 2.2 2012 年
資料：厚生労働省「人口動態統計」
　　　UN「Demographic Yearbook」
　　　アメリカ合衆国は、NCHS 「National Vital Statistics
　　　 Reports」
　　　フランンスは、フランス国立統計経済研究所資料
























1970 年 1980 年 1990 年 2000 年 2010 年
日本 21.7 11.7 5.7 3.8 2.9
カナダ 22.0 10.9 7.7 6.2 6.1
アメリカ 27.8 14.2 9.3 7.1
デンマーク 18.0 9.0 8.3 6.8 6.4
フランス 20.7 13.0 8.3 6.6 11.8
ドイツ 26.7 11.6 6.0 6.2 5.5
ハンガリー 34.5 23.1 14.3 10.1 6.9
イタリア 31.7 17.4 10.4 6.8 4.5
オランダ 18.8 11.1 9.7 7.9 5.7
スペイン 21.1 14.6 7.6 5.2 3.5
スウェーデン 16.5 8.7 6.5 5.3 4.8
イギリス 23.8 13.4 8.2 8.2 7.6
オーストラリア 21.5 13.5 8.5 6.0 6.7
ニュージーランド 19.8 11.8 7.2 5.8 4.9
資料：厚生労働省「人口動態統計」




夫 妻 夫 妻
総数 　100 　100 　100 　100
19 歳以下 　　1.1 　　2.2 　　0.0 　　0.1
20 ～ 24 　12.6 　18.1 　　1.4 　　3.3
25 ～ 29 　38.1 　42.3 　　7.7 　12.9
30 ～ 34 　26.4 　23.3 　17.6 　22.1
35 ～ 39 　13.8 　10.2 　23.0 　23.5
40 ～ 44 　　5.3 　　2.9 　18.0 　14.9
45 ～ 49 　　1.7 　　0.6 　10.9 　　8.9
50 歳以上 　　1.1 　　0.3 　21.3 　14.4
資料：厚生労働省「人口動態統計」より






















昭和 25（1950）年 　25.9 歳 　23.0 歳 　2.9 歳
昭和 35（1960） 　27.2 　24.4 　2.8
昭和 45（1970） 　26.9 　24.2 　2.7
昭和 55（1980） 　27.8 　25.2 　2.6
平成 02（1990） 　28.4 　25.9 　2.5
昭和 12（2000） 　28.8 　27.0 　1.8
昭和 22（2010） 　30.5 　28.8 　1.7




総数 　協議 調停 その他
昭和 25 年 83,689 　100.0％ 　95.5％ 　　3.9％ 　　0.5％
昭和 35 　69,410 　100.0 　91.2 　　7.8 　　1.0
昭和 45 　95,937 　100.0 　89.6 　　9.3 　　1.1
昭和 55 141,689 　100.0 　89.9 　　9.0 　　1.1
平成　2 157,608 　100.0 　90.5 　　8.4 　　1.0
昭和 12 264,249 　100.0 　91.5 　　7.7 　　0.8
昭和 17 261,917 　100.0 　89.0 　　8.7 　　2.2
昭和 22 251,378 　100.0 　87.6 　　9.9 　　2.5




日本 1.84％ ドイツ 2.29％
アメリカ合衆国 3.60％ オランダ 2.05％
オーストリア 2.01％ ロシア 4.68％
デンマーク 2.81％ スウェーデン 2.46％
フランス 2.05％ イギリス 2.07％
資料：日本は、厚生労働省「人口動態統計月報年計（概数）」






1．『国民の福祉と介護の動向 Vol.62 No.10 2015−2016』厚生労
働統計協会 2015














































23．NCHS. National Vital Statistics Reports
24．UN Demographic Yearbook
25．内閣府男女共同参画局「男女共同参画白書平成26年版」
2014
26．社会福祉邦人恩賜財団母子愛育会　日本子ども家庭総合研
究所変「日本子ども資料年鑑 2015」
27．内閣府政府統括官（共生社会政策担当）「平成25年度『少
子化社会大綱の見直しに向けた意識調査』」2014
